
財政状況等一覧表（平成２１年度決算）

（単位：百万円）

団体名　　静岡市 標準税収入額等
A

普通交付税額
B

臨時財政対策
債発行可能額C

標準財政規模
A+B+C

137,051 11,632 10,395 159,078

１．一般会計等の財政状況
（単位：百万円）

一般会計 302,684 296,281 6,402 3,402 4,427 378,446

電気事業経営記念基金会計 273 273

土地区画整理清算金会計 1 1

母子・寡婦福祉資金貸付金会計 395 385 10 5 45 1,602

公債管理事業会計 39,052 39,052 39,046

一般会計等 302,325 295,913 6,412 3,406 380,048

※「一般会計等」の数値は、各会計間の繰入・繰出などを控除（純計）したものであることから、各会計間の合計額と一致しない項目がある。

２．公営企業会計等の財政状況
（単位：百万円）

水道事業会計 10,170 9,166 1,005 14,253 73 39,394 276 法適用企業

病院事業会計 28,158 28,070 87 2,394 4,885 16,476 11,484 法適用企業

下水道事業会計 18,575 18,575 2,515 9,338 165,415 88,166 法適用企業

簡易水道事業会計 428 425 2 2 285 2,267 2,041

清掃工場発電事業会計 585 467 118 118 1,075

中央卸売市場事業会計 843 778 66 66 192 36 18

農業集落排水事業会計 587 586 2 1 147 2,114 2,072

国民健康保険事業会計（事業勘定） 68,401 66,476 1,925 1,925 6,244

国民健康保険事業会計（直営診療勘定） 115 115 67 215 103

介護保険事業会計 42,942 42,879 62 62 6,503

後期高齢者医療事業会計 6,177 6,122 55 55 888

老人保健医療事業会計 186 161 25 25 5

介護保険サービス会計 56 56 14

駐車場事業会計 342 300 41 41 112 1,980 735

競輪事業会計 16,862 16,662 200 200 870

公営企業会計等　計 21,657 228,972 104,895

　（注）　１．法適用企業とは、地方公営企業法の全部又は一部を適用する公営企業である。
　　　　　２．法適用企業会計以外の特別会計については「総収益」「総費用」「純損益」の欄に、それぞれ「歳入」「歳出」「形式収支」を表示している。
　　　　　３．「資金剰余額／不足額（実質収支）」は、地方公共団体財政健全化法に基づくものであり、資金不足額がある場合には負数（△～）で表示している。
　　　　　４．「左のうち一般会計等繰入見込額」は、企業債(地方債)現在高のうち将来負担比率に算入される部分の金額である。

３．関係する一部事務組合等の財政状況
（単位：百万円）

共立蒲原総合病院組合 5,868 5,608 261 1,394 1,434 5,014 1,705

静岡県後期高齢者医療広域連合（事業会計分） 306,808 299,420 7,388 7,388 4,209

静岡県後期高齢者医療広域連合（普通会計分） 2,559 2,543 16 16

静岡地方税滞納整理機構 249 238 11 11

一部事務組合等　計 8,809 5,014 1,705

４．地方公社・第三セクター等の経営状況及び地方公共団体の財政的支援の状況
（単位：百万円）

静岡市土地開発公社 1 518 20 64 10,095 2,878

静岡市振興公社 21 1,185 386

静岡市文化振興財団 118 587 225 39

静岡市体育協会 2 495 300 22

静岡市清掃公社 35 592 5

静岡観光コンベンション協会 18 577 210 137

静岡市勤労者福祉サービスセンター 1 152 100 54

静岡産業振興協会 6 5,389 5,320 84

駿府楽市 2 54 26

静岡市動物園協会 22 95 5

静岡駅南口都市開発 17 50 10 524

ドリーム蒲原 △ 1 3 10

地方公社・第三セクター等　計 6,617 434 524 10,095 2,878

　（注）　損益計算書を作成していない社団・財団法人は「経常損益」の欄には当期正味財産増減額を表示している。
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５．充当可能基金の状況
（単位：百万円）

充当可能基金名
平成20年度

決算　A
平成21年度

決算　B
差引
B-A

財 政 調 整 基 金 6,783 7,288 505

減 債 基 金 3,149 4,357 1,208

その他充当可能基金 20,783 17,220 △ 3,563

充 当 可 能基 金 計 30,715 28,865 △ 1,850

　（注） 「充当可能基金」とは、基金のうち地方債の償還等に充当可能な現金、預金、国債、地方債等の合計額をいい、貸付金及び不動産等を含まない。

６．財政指標の状況

財政指標名
平成20年度

決算　A
平成21年度

決算　B
差引
B-A

早期健全化
基準

財政再生
基準

平成20年度
決算　A

平成21年度
決算　B

差引
B-A

実 質 赤 字 比 率 3.21 2.14 △ 1.07 △11.25 △20.00 131.8 141.8 10.0

連結実質赤字比率 15.58 15.75 0.17 △16.25 △40.00 14.2 9.7 △ 4.5

実 質 公 債 費 比 率 12.2 12.4 0.2 25.0 35.0 12.7 17.2 4.5

将 来 負 担 比 率 116.7 123.3 6.6 400.0 12.3 2.6 △ 9.7

財 政 力 指 数 0.92 0.92 0.0 131.0 43.9 △ 87.1

経 常 収 支 比 率 90.9 90.9 0.0 9.6 15.5 5.9

7.8 4.9 △ 2.9

　（注）　１．「実質赤字比率」・「連結実質赤字比率」・「資金不足比率」は負数（△～）で表示している。
　　　　　２．「実質赤字比率」・「連結実質赤字比率」は、収支が黒字の場合には便宜的に当該黒字の比率を正数で表示している。
　　　　　３．早期健全化基準に相当する「資金不足比率」の「経営健全化基準」は、公営競技を除き、一律 △20％である（公営競技は0％）。
　　　　　４．「早期健全化基準」及び「財政再生基準」は平成21年度決算における基準である。
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